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Abstract
The purpose of this paper is to clarify the expected functions and limits of the Kyouin Ikusei 
Shihyo (KIS), through describing the embodiments of career stages in the KIS and comparing the 
number of career stages with those in the teacher training plan.
In this paper, first, we describe the number of stages in the KIS. The most frequent value is 
three stages and the next is four. In early 2017, many appointing authorities preferred five stages 
or four stages, and  some of them even preferred six stages or more. As the discussions progressed, 
it became clear that the stages had been integrated. It is thought that there was the influence of 
MEXT or NITS, cross referencing between the appointing authorities, and time restrictions, as 
background factors.
Second, in the perspective of (A) personnel policy, the career stage is divided by experience or 
job level. Forty-three appointing authorities use the years of experience to divide career stages. 
With regard to these 43 appointing authorities, the length of the career stage tends to be longer in 
the later stages than in the early stages. With regard to another 20 appointing authorities, they do 
not specify the years of experience and instead use external variables (e.g. job level, allocation of 
duties, roles). This tendency is similar to the trends in the career stages shown in teacher training 
plans.
Third, in a few cases, the appointing authorities intended to have teachers view their career 
stages as dependent on their roles in school rather than as indicators of their own development. 
This way of thinking matches the professional characteristics of the teaching profession.  
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2017 年 4 月施行の教育公務員特例法（教特法）に基づき，各任命権者には教員育成指標とそ



















（2015 年 12 月 21 日），文部科学省所長中等教育局通知「教育公務員特例法等の一部を改正する法律等の施行について」
（28 文科初第 1803 号，2017 年 3 月 31 日），「公立の小学校等の校長及び教員としての資質の向上に関する指標の策














































7 教特法施行令では，各教員のキャリアを考慮して初任者研修の免除をすることができるが（第 3 条第 1 項第 2 号），
































































2018 年 10 月 31 日までに確定版として公開されているもの 14 を WEB 上で収集した。結果として，





第一に【A 人事政策】に関して 2005 年の中央教育審議会義務教育特別部会第 35 回・36 回合
同会議配付資料に参照すると，人事異動方針に明記された異動対象となる同一校勤務年数は 3～
10 年程度となっており，6 年以上を積極的な異動対象とするところが多い。このルールに基づけ
ば，大学卒業後（23 歳）から定年退職（60 歳）を迎えるまでに経験できる学校数は，4 校～13
校程度となる（6 年とすれば 7 校）。職層で考えると学校教育法上の教員の職層は教諭，指導教諭，
主幹教諭であるから 3 区分が基本となり，各任命権者が定める職層が追加される（例えば東京都
の場合はこれらに主任教諭 17 が加わる）。
第二に【B 研修】を念頭に置けば，旧教特法の法定研修 2 回（初任者研修及び 10 年経験者研修）
に加えて，各研修権者が実施する教職経験者研修がある。この教職経験者研修を通じて 4 回程度
（2 年目，3 年目，6 年目，13～21 年目）の独自研修が行われているケースが多い（教職経験者研
修実施状況調査（平成 28 年度）調査結果）。研修の観点では，少なくとも 2～6 区分程度に分け
ることが可能であろう。
では，実際に策定された教員育成指標ではどの程度に区分されたのだろうか。図表 1 はキャリ












教職員支援機構（2017）によれば，検討段階（基準日：2017 年 7 月 31 日）では 3～8 区分ま
でとバラつきがあり，5 区分が最も多く（25 自治体），次いで 4 区分（18 自治体），6 区分（7 自
治体）となっている。これに対して公表された教員育成指標に示されたキャリアステージ数は 3
～5 区分で分布している。3 区分（30 自治体）と 4 区分（29 自治体）がそれぞれ全体の半数弱を
占め，5 区分（5 自治体）を採用した自治体は全体の 1 割弱である。検討が進むにつれ，キャリ
アステージが整理統合されていったことがうかがえる。









経験年数や年齢を明示した区分方法を採用した指標は 43 自治体が該当した。このうち，12 自
治体は，「概ね〇〇年程度」や「△△代半ば」といった表現を用いて，各区分の境界に幅を持た

























19 福島県と相模原市はステージ V に管理職を充てているが，ここでは管理職のステージは区分数に含めていないため，
4 区分制としている。東京都は職階とステージと経験年数を併記しており，職階で見れば教諭－主任教諭－指導教







キャリアステージの年数を図表 2 に整理した。全体を概観するとステージ I が最も短いのは高
知県・沖縄県（いずれも 5 区分）の 1 年であり，最も長いのは静岡県（3 区分）の 10 年である。
区分数別に見ると 3 区分では 3 年が最短（11 自治体）で 10 年（静岡県）が最長，4 区分では最
短が 3 年（5 自治体）で，7 年（岡山県）が最長である。5 区分の 4 自治体は最短が 1 年（高知県，
沖縄県），最長が 5 年（岩手県，熊本県）となっており二分されている。
一方で最後のステージは他のステージに比して長くなるという特徴がみられ，そのスパンも
13 年～32 年と多様である。43 自治体の中で最終ステージが他のステージよりも短く区分されて
いるのは名古屋市（13 年）と山梨県（16 年 21）の 2 自治体であり，41 自治体は長い最終ステー
ジという構成になっている。最終ステージは広島市が 32 年，富山県が 29 年，島根県，堺市（28
年）と 3 区分制を採用した自治体で長くなる傾向にある。図表 3 に示した平均年数でみると 3 区
分では 22.7 年，4 区分では 18.4 年となっているおり，3 区分制，4 区分制ともに前半の方が細か
く区分されていることがわかる。
経験年数を明示した中で異動校数との関連を明記しているのは，川崎市のみである。川崎市で
はステージ I を「主に，採用 1 校目終了時までに教員」，ステージ II を「主に，2 校目異動から













20 徳島県は「第 2 ステージ」を 2 分割しており，4 区分とカウント，福岡市は「基礎期」を 2 分割しており 5 区分に
カウントした。鳥取県はステージとして 3 区分であるが，「第 3 ステージ」を前期と後期に分けているため 4 区分
とした。
21 ただし，山梨県はステージ II を 40 代半ばとしており厳密な値ではない。
22 教員キャリアの序盤を手厚くサポートするとしても，入職時点の多様性を考慮することは困難である。
23 ベテラン教員の卓越化方策の一つとして，教職大学院（あるいは大学院修士課程）への派遣研修が考えられるが，「大
学院等派遣研修実施状況（平成 27 年度）調査結果」によれば， 67 自治体のうち派遣研修を実施しているのは 47 県，
18 政令市の計 65 自治体である。派遣者数は 1,032 名（大学院，大学専攻科，大学への派遣，小・中・高・特別支
援学校・中等教育学校の合計で管理職及び教員の値）であり，教員全体（学校基本調査の教員数（2015 年）の値に





　 I II III IV V 備考
高知県 1 3 5 11 18
沖縄県 1 3.5 5.5 7 21 「〇年目前後」のような表記で区分
広島市 3 3 32 - - 指標と研修計画で区分が異なる
東京都 3 5 2 分岐 職層を併記し，分岐後は職層に対応，管理職に派生
神戸市 3 5 8 22 -
秋田県 3 7 分岐 ステージ IV でベテランと管理職に分岐
岡山市 3 7 5 23 -
山形県 3 7 10 18 -
和歌山県 3 7 10 18 -
堺市 3 7 28 - -
浜松市 3 9 10 18 - ステージ II と III の境は重複している
滋賀県 3 12 23 - -
川崎市 3 17 18 - - ステージ I は「採用 1 校目」とあり，ここでは 3 年とした
福島県 5 5 分岐 ステージ IV でベテランと管理職に分岐
鳥取県 5 5 5 23 -
岩手県 5 5 5 10 13
熊本県 5 5 6 9 13
栃木県 5 5 9 19 -
三重県 5 5 10 18 -
宮崎県 5 5 10 18 -
宮城県 5 5 10 18 -
鹿児島県 5 5 10 18 -
長野県 5 5 11 19 -
名古屋市 5 5 15 13 -
島根県 5 5 28 - -
富山県 5 5 29 - - 各ステージの境は重複している
長崎県 5 6 5 22 -
茨城県 5 6 12 15 -
新潟県 5 7 26 - -
新潟市 5 8 25 - -
相模原市 5 9 分岐 ステージ I の前に非常勤講師等を設定
京都市 5 9 24
青森県 5 10 23 - - 各ステージの境は重複している
さいたま市 5 10 23 - -
仙台市 5 10 23 - -
兵庫県 5 15 18 - -
神奈川県 5 16 19 - - 各ステージの境は重複している
山梨県 5 17 16 - - ステージ II の終わりは「40 代半ば」




次に経験年数を明示しなかった 20 自治体を区分ごとに一覧したものが図表 4 である。3 区分













　 I II III IV V 備考
熊本市 6 9 23 - -
香川県 6 14 18 - -
岡山県 7 5 10 16 - 年齢による区分（例：「20 代」）
愛媛県 9 10 19 - -
静岡県 10 13 16 - - ステージ I は 10 年程度，ステージ II は 40 代半ばまで
自治体数 ステージ I ステージ II ステージ III ステージ IV ステージ V
全体 40 4.6 7.7 15.0 16.6 16.3
3 区分 19 5.2 10.4 22.7 - -

































2 区分 2 自治体 初任者や若手教員のための研修プログラムを提示するもの
3 区分 14 自治体
15 年～20 年頃までを 2 区分し，15 年目以降をキャリアの最終ステージ
としている。早いものでは 11 年目が最終ステージである
4 区分 18 自治体
法定研修（10 年）と独自研修（5 年，15 年，20 年）をメルクマールとし
て区分する自治体が多い。若手育成に特化し 10 年経験者研修までを 3 区
分する自治体も見られる







27 一部の自治体は，教特法改正後となる 2017 年度研修計画を提出している。
（出典：教員育成指標と 2018 年度教員研修計画から筆者作成）
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6 区分 1 自治体 キャリアの前半は研修による区分，後半は異なる基準で区分されており
キャリア全体をカバーしている
なし 11 自治体 研修体系の解説でありキャリアステージを明示していない
増減
▲ 3 ▲ 2 ▲ 1 0 +1 +2 総計
旧研修計画の区分数2 区分 1 1 2
3 区分 10 4 14
4 区分 7 10 1 18
5 区分 4 3 2 9
6 区分 1 1
総計 1 4 10 22 6 1 44











は，2017 年度中に教員育成指標の策定と並行して 4 回に亘り検討状況等に関する調査結果を公
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